




















行政評価委員会による評価：仕事と子育ての両立支援 
１ 施策を選定した理由 

少子化問題への対応については、待機児童の解消など国を挙げて取り組んでいる

ところである。しかしながら、少子化の流れに歯止めがかかることはなく、 飾区

の平成２１年度合計特殊出生率（※１）は１．２８（速報値）まで落ち込み、人口

の維持水準とされる２．０７を大きく下回り、就学前児童人口も減少の一途をたど

っている。 

こうした中、女性の社会進出に伴う共働き世帯の増加、短時間労働の選択など就

労形態の多様化、さらには厳しい経済状況による求職者の増加などにより、我が国

の保育需要はますます増大を続けている。 

一方で、「仕事と子育ての両立がしやすい」と感じている区民の割合は２６．８％

（※２）に留まっている。 

子どもは「国の宝」であり、ひいては「地域の宝」である。いつの時代にあって

も、子どもたちを育む環境が整ってこそ、地域の活力が生まれるのである。そのた

め、本委員会は「仕事と家庭の両立支援」を選定し、その施策の効果を高めるため

の評価を行うものである。 

２ 施策および事務事業の問題点と課題 

（１）待機児について 

「待機児」とは、厚生労働省の規定によると、「①ほかに入所可能な保育所があ

るにもかかわらず、特定の保育所を希望して待機している場合」、「②認可保育所へ

入所希望していても、自治体の単独施策（認可外保育施設や保育ママ等）によって

対応している場合」を除いた児童と定義されている。 

本区の待機児は地域的に偏在しており、年齢別内訳は０歳から２歳までで全体の

約８～９割を占めている。また、毎年度の待機児数の推移をみると、４月１日を起

点に新生児の誕生や転入などを理由とした入所申請者数の増加により、年度末に向

けて増加していく傾向がある。本年度も同様に、４月１日現在６２名であった待機

児は増加を続け、７月１日現在には２５３名に達している。このことから、入所申

請者数に対して受入定員の整備が追いついていないことがわかる。 

 

（２）多様な保育需要について 

区が実施した「子育て支援に関する調査（平成２１年３月）」によると、以前に

比べ、子育て支援のために産前産後の休暇制度に加え育児休暇制度など法整備がさ

れているものの、「勤務先において育児休暇制度がない」、あるいは「休暇制度があ

っても利用しにくい」といった区民の声がある。また、「病児・病後児保育」や「一

時保育」などの新たな保育形態である特別保育に対する利用ニーズが高いことがわ

かる。 

しかし一方で、区内７４ヵ所の認可保育園のうち、病後児保育の実施園は２園、














